
No. 公益財団法人　岩手県下水道公社

Ⅰ　法人の概要

１　基本情報 令和４年７月１日現在

常勤役員の状況 名 名 名
千円 才 　※令和３年度実績

常勤職員の状況 名 名 名
千円 才 　※令和３年度実績

２　県施策推進における法人の役割《所管部局記載》

1

2

3

4

３　公的サービスを提供する事業主体としての適切性《所管部局記載》

(1)　他の民間団体等との代替性及び役割分担について

(2)　県直営との比較（機動性・効率性・専門性等の法人の長所、強み）について

４　連携・協働のあり方《所管部局記載》

38

 法人の名称 公益財団法人岩手県下水道公社
　所管部局
　室・課等

県土整備部

下水環境課

当法人は、岩手県及び県内市町村の下水道行政を支援するため、下水道の普及啓発や下水道施設の管理運
営等の支援事業を行い、もって県民の衛生的で快適な居住環境の改善及び公共用水域の水質の保全に寄与す
ることを目的とする。

 事業内容

１　公益目的事業
（1）下水道の普及啓発事業
（2）下水道施設の管理運営支援事業
（3）下水道技術者育成事業
（4）下水道に関する調査研究事業
（5）排水設備工事責任技術者の資格認定事業
（6）その他公社の公益目的を達成するために必要な事業
２　収益目的事業
（1）下水道施設整備支援事業
（2）アセットマネジメント支援事業
（3）その他前号に掲げる事業に関する事業

 資(基)本金等 10,000,000 円
 うち県の出資等
 ・割合

 設立の根拠法令
一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益
財団法人の認定等に関する法律

　代表者
　職・氏名

理事長

八重樫　弘明

 設立年月日
（公益法人への移行年
月日、統合等があった
場合、その年月日、相
手団体の名称等）

昭和62年4月1日
 事務所の所在地

〒020-0832

平成23年6月1日
公益財団法人へ移行登記

岩手県盛岡市東見前３地割10番地２

 電話番号 019-638-2623

 ＨＰアドレス https://www.isf.or.jp

　年度当初の下水道三者連絡会議において、今年度の県の取組方針と公社の業務方針に係る情報交換を行うとともに、それぞれ
の課題に係る協議の機会を通じ具体的な支援、指導をいただいている。また、県汚水適正処理推進会議幹事会に参画し、下水道
関係機関・団体との情報共有が図られている。

　流域下水道の管理運営支援者として、流域下水道４処理区の適切な維持管理に貢献する。

　下水道出前講座や下水道施設の見学会を実施し、汚水処理事業の普及啓発を推進する。

　類似団体として、地方共同法人日本下水道事業団が挙げられるが、市町村から要請のある処理場維持管理支援などに十分対応
していないといった課題があるため、これらの課題に対応できる下水道公社と業務の棲み分けが行われている。

　下水道施設の管理運営支援事業、施設整備支援事業、普及啓発事業等を行うことで、県内の下水道行政を支援する。
　自然災害等により被災した下水道施設について、復旧・復興に向けた市町村の汚水処理施設整備を支援する。

5,000,000 円

うち県OB

合計 1 うち県現職 0 うち県OB

0
62.0

合計 23 うち県派遣 5

50.0%

 設立目的

平均年収 6,273 平均年齢 43.2

1
平均年収 7,609 平均年齢

　下水道の維持管理は、機械・電気・化学・土木の各職種における高度な専門的知識と経験が必要であるが、県直営の場合、人
事異動があるため維持管理に精通した職員の継続的な配置が困難であり、技術力・経験・体制が確保されている下水道公社の支
援が必要である。



５　資本金等の構成〔非公表〕

1 7

2 8

3 9

4 10

5 11

6 12

合　計

６　出資(捐)の経過〔非公表〕

７　常勤職員の給与体系（令和３年度実績）〔非公表〕

□ 法人独自

☑ 県の給与体系を準用

□ その他 （ ）

矢巾町 340,000 3.4% 0.0%

令和４年７月１日現在

　※その他に異動があった場合は、備考に内訳を記載すること。

　合　計 10,000,000 5,000,000 5,000,000

令和４年度 0

令和３年度 0

令和２年度まで 10,000,000 5,000,000 5,000,000

　※上位５位は、出資(捐)者を合算しないで記載すること（×県内33市町村→○盛岡市、花巻市…）。

令和４年７月１日現在

金額等
金額(円)

内訳
備考

年度 県 その他

10,000,000

2.2%

花巻市 500,000 5.0% 平泉町 210,000 2.1%

北上市 630,000 6.3% 雫石町 220,000

2.4%

奥州市 770,000 7.7% 金ケ崎町 230,000 2.3%

盛岡市 1,530,000 15.3% 滝沢市 240,000

割合

岩手県 5,000,000 50.0% 一関市 330,000 3.3%

出資(捐)者 金額(円) 割合 出資(捐)者 金額(円)



Ⅱ　経営目標の達成状況

１　事業目標

1
①
②

2
①
②
③

3
①
②

4

①

②

5
① 要請対応率　100% 100% 要請対応率　100%

①設計積算及び現場監督補助、市町村へのＰＲ（６月）
　自然災害等により被災した下水道管路の復旧等に必要な設計積算及び現場監督補助を行うことで、技術職員が不足している市町村等へ
の支援を行っている。事業の円滑な執行に繋げていただくよう、当社の支援項目及び支援内容について、県内のすべての市町村にＰＲを
実施し、支援要請を受けた業務は、すべて受託することを目標としている。
②設計積算及び現場監督補助、市町村ニーズの把握（5月、11月）
　市町村から受託した事業を執行する上で、実際に困っていることや当社へお願いしたいこと等の聞き取りを行いながら、きめ細やかな
支援を実施している。

　市町村の技術職員の不足が進行していることに加え、市町村職員は異動があるため、初任者等にも分かりやすく当社の支援内容を知っ
てもらい、事業の円滑な執行に繋げる必要がある。

技術研修会（6月、12月）、テーマ別研修会の開催（地方公営企業会計をテーマとした研修会（6月、8月、10月、12月））

市町村ごとに下水道事業の進捗が異なることから、ニーズに沿った研修とすることが難しい。
また、下水道担当職員が少ないため、本研修を受講できない市町村への支援が課題である。

下水道施設整備支援事業
①岩手県並びに市町村の下水道施設
整備における設計積算及び現場監督
補助等の技術支援
②自然災害等により被災した市町村
への災害復旧支援

要請対応率　100% 100% 要請対応率　100%

要請対応率　100% 100% 要請対応率　100%

放流水透視度100cm以上の目標達成日数90%以上 88.0% 目標達成日数90%以上

延べ100市町村(県)
研修受講者満足度 満足度4.0以上

課
題

目標値《令和３年度》 実績 《令和４年度》 -

取
組
内
容

課
題

目標値《令和３年度》 実績 《令和４年度》 -

取
組
内
容

①下水道ストックマネジメント計画の策定及び台帳データベース入力、市町村へのＰＲ（６月）
　老朽化した下水道施設の計画的な改築更新にあたり、ストックマネジメント計画策定や設備台帳の整備を行うことで、技術職員が不足
している市町村への支援を行っている。計画の策定等により、施設の改築事業へ繋げていただくよう、当社の支援項目及び支援内容につ
いてＰＲを実施し、支援要請を受けた業務はすべて受託することを目標としている。

　市町村の技術職員の不足が進行していることに加え、市町村職員は異動があるため、初任者等にも分かりやすく当社の支援内容を知っ
てもらい、事業の円滑な執行に繋げる必要がある。

アセットマネジメント支援事業
①下水道ストックマネジメント計画
の策定及び台帳データベース入力業
務

-

取
組
内
容

課
題

目標値《令和３年度》 実績 《令和４年度》 -

取
組
内
容

下水道技術者育成
①県・市町村の職員を対象とした各
種下水道研修の実施

利用数　延べ100市町村（県） 108市町村（県）

①下水処理後の放流水質（BODとSS）の目標達成率の確認、水質悪化時の早急な対応（運転方法変更や薬剤投入など）
②下水処理施設のエネルギー使用量を毎月確認し、省エネルギーを意識したポンプや送風機の運転方法を実施した。目標値は省エネ法に
基づく中長期計画で定めており、H28を基準に毎年1％削減としている。
③放流水透視度の確認、水質悪化時の早急な対応（運転方法変更や薬剤投入など）

-

取
組
内
容

下水道の普及啓発
①浄化センター等の見学対応、出前
講座の開催
②普及啓発イベントの開催等

開催及び協力回数　60件
集客者数等　2,000人

69件
1,217人

開催及び協力回数60件

集客者数等2,000人

①新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、浄化センター等の施設見学、及び出前講座の開催は中止した。その代わりに普及啓発
用教材資料の配布（67校2,270部）とオンライン出前講座の試行（2件）を実施した。
②新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、施設見学会の開催、及び市町村が開催するイベントへの協力を中止した。その代わり
ホームページ上でバーチャル下水道探検ツアー'21（開催期間アクセス数295件）を掲載したほか、普及啓発のホームページを充実させ、
アクセス数（922件）を参加人数とした。また、外部イベントへの普及啓発パネル等を貸し出しした。

事業目標

事業目標

事業目標

事業目標

事業目標

課
題

目標値《令和３年度》 実績 《令和４年度》

課
題

目標値《令和３年度》 実績 《令和４年度》

　水温が低くなる冬期間や季節の変わり目は、処理が不安定になる傾向があり、活性汚泥の状態等に注意して対応する必要がある。ま
た、省エネルギー対策は、下水処理施設のエネルギー使用量が降雨量などの気象条件や設備の点検や工事により影響を受けてしまうため
コントロールするのが困難である。

①新型コロナウイルス感染症の終息が見込めず、浄化センター等の施設見学や小学校等へ出向いて行う出前講座を実施することができな
いこと。代わりに令和３年度末からオンラインによる出前講座を開始したが、活用実績が少ないため小学校等に広報を行うことが必要。
②新型コロナウイルス感染症の影響により普及啓発イベントを開催できないこと。また、代替で実施したホームページについては、当公
社のホームページが広く一般の方に閲覧してもらえるようＰＲすること。

下水道の管理運営支援
①適正な放流水質(流域下水道)
②省エネルギー対策(流域下水道)
③適正な放流水質(公共下水道)

放流水質BOD目標値5mg/L以下の目標達成日数90%以上 100% 目標達成日数90%以上
省エネ法に基づくエネルギー消費原単位対H28年度比5%削減 10.1%削減 H28年度比6%削減



Ⅱ　経営目標の達成状況

２　経営改善目標

1
①

2
①

3
①
②

4
①
②
③
④
⑤

5
①
②
③
④
⑤

①技術系職員の採用は、民間企業との競合により近年人員確保が難しい状況である。
②資格保有数の増加は、試験会場への移動において新型コロナウイルス感染の不安から資格取得に対し消極的となっている。

令和４年４月機械職１名採用に向け企業説明会を５月に開催し職員採用を募集した結果、1名の採用に至った。
資格取得支援により資格取得の意識向上を図った。

54資格 保有資格数60

課
題

目標値《令和３年度》 実績 《令和４年度》 -

取
組
内
容

課
題

目標値《令和３年度》 実績 《令和４年度》 -

取
組
内
容

-

取
組
内
容

課
題

目標値《令和３年度》 実績 《令和４年度》 -

取
組
内
容

　毎月の社内会議において年次取得日数を確認し、計画的に年次休暇取得を進めている。また、年次休暇を中々取得しない職員へは所属
する課長が職員の意見を聞いたうえで積極的に年次休暇取得の働きかけを行っている。

職員個々の意識により、取得する日数にばらつきが生じる。

職員能力向上
①職員採用
②資格保有数の増加

1名採用（機械職） 1名採用 2名採用（電気職、化学職）

保有資格数58（累計）

労働環境の改善
①年次休暇取得日数

取得日数 12日/人以上 13.4日 12日/人以上

-

取
組
内
容

事務事業における効率化
①超過勤務の効率化

超過勤務時間 月平均ひとり 15時間まで 11時間40分 15時間/月まで

毎月の社内会議において超過勤務時間を把握し、各課長が担当者変更など業務配分の調整を行っている。

経営改善目標

経営改善目標

経営改善目標

経営改善目標

経営改善目標

課
題

目標値《令和３年度》 実績 《令和４年度》

課
題

目標値《令和３年度》 実績 《令和４年度》

特定の時期に業務が集中するため、業務量を平準化することが難しい。



Ⅲ　役職員の状況

１　役員（令和４年７月１日現在） (単位：人)

※役員には監事を含む。

２(1)　職員（令和４年７月１日現在） (単位：人)

管理職

一般職

小計

管理職

一般職

小計

人 人 人

※管理職：課長職相当以上とする。役員兼務の者は、役員・職員の両方に計上し、職員数には「(役員兼務)」欄で表示する。

※プロパー：法人直接雇用の常勤無期職員。

※その他：プロパー、県派遣、県OB以外で、他団体派遣職員や法人直接雇用の有期職員等。

２(2)　職員の年齢構成（令和４年７月１日現在） (単位：人)

常勤 管理職

プロパー

県派遣

県OB

その他

一般職

プロパー

県派遣

県OB

その他

計

法人説明欄
〔役職員数の状況について〕

〔県の関与の状況について〕

〔職員の年齢構成について〕

233 4 10 6

　派遣職員　R3→R4　1名減
　プロパー職員　R3→R4　1名増　新規採用

　プロパー職員の採用により、県派遣職員の解消に努めている

　40歳代の職員の割合が高く、若手・中堅層の割合が低いため、若手のプロパー職員採用に向けて取り組んでいる

16

1 1 1 3

2 3 9 2

2

19歳以下 20-29 30-39 40-49 50-60 61歳以上 計

3 4 10 2 19

2

4

2 2

4

18 5 1 9

　　　「県派遣」のうち、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律第６条第２項に基づき県が給与支給する者の数

令和２年度 5 令和３年度 5 令和４年度

34 17 6 1 10 33　計 33 17 6 2 8

4

10 2 8 11 1 10 10 1 9

91 10 10 110 2 8 11
非常勤

6 23 18 5

常勤

(役員兼務)

19 3

23 17 6 23 17

16 3 19 1619 16 3

県OB その他

4 1 3

プロパー 県派遣 県OB その他

2 24

プロパー 県派遣 県OB

(役員兼務)

4 1 3

令和２年度 令和３年度 令和４年度

8 1 2 5 8

その他

1

プロパー 県派遣

1 5

　計 9 1 2 6

7 1 1 5 7非常勤 8 1 1

県現職
(特別職)

県現職
(一般職)

令和２年度 令和３年度 令和４年度

県現職
(特別職)

県現職
(一般職)

県OB その他 県現職
(特別職)

県現職
(一般職)

県OB その他県OB その他

11 1常勤 1 1 1

6

2 5

1



３　役員等名簿〔非公表〕

役員計

評議員

TRUE TRUE

４　県派遣職員（常勤職員）〔非公表〕

 

1 12 23
2 13 24
3 14 25
4 15 26
5 16 27
6 17 28
7 18 29
8 19 30
9 20 31
10 21 32
11 22 33
※「派遣形態」のﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝﾒﾆｭｰ「派遣法」は、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律による派遣を指します。

※同上「職専免」は、地方公務員法第35条の職務専念義務の免除による派遣を指します。

※同上「その他」は、「派遣法」・「職専免」以外で、退職、休職、職務命令による派遣を指します。

※「給与負担」は、２(1)職員の「県派遣職員の給与支給額(県)」で回答した分につき、該当者には「県」を選択してください。

職名 派遣形態 給与負担

主任 派遣法 県
主査 派遣法 法人

技師 派遣法 県

工務課長 派遣法 県

派遣形態 給与負担

事務局長兼技師長 派遣法 県

職名 派遣形態 給与負担 職名

4
8 1 2 5 5 4

非常勤 7 1 1 5 5
1
1

県派遣 県OB その他
合計 常勤 1 1

区分
役員

県現職 県OB その他

評
議
員

5

（非）評議員 川口　節雄 （公財）盛岡市体育協会監事 73 非常勤 その他 R05.05
（非）評議員 笹 木 　正 行政書士 73 非常勤 県OB R05.05
（非）評議員 村井　三郎 弁護士 58 非常勤 その他
（非）評議員

8

R05.05

非常勤 その他 R05.05
秋山　信愛 公認会計士・税理士 54 非常勤 その他 R05.05

（非）評議員 丹野　高三 岩手医科大学教授 51

2

税理士 70 非常勤 その他 R05.05
監
査
役
・
監
事

監　事 米本　清一 （公財）岩手県学校給食会副会長 75 非常勤 県OB R05.05
監　事 三上　藤雄

取
締
役
・
理
事

6

理　事 鈴木　浩之 金ケ崎町副町長 63 無 非常勤 その他 R05.05
無 非常勤 その他 R05.05理　事 石川　隆明 一関市副市長 60

区分

R05.05
理　事 岡田　洋一 滝沢市副市長 57 無 非常勤 その他 R05.05

県現職 R05.05
理　事 長澤　秀則 盛岡市上下水道事業管理者 61 無 非常勤 その他

常勤 県OB R05.05
理　事 田中　隆司 県土整備部長 58 無 非常勤
理事長 八重樫弘明 元…県土整備部長 62 有

（令和４年７月１日現在）

法人の役職名 氏名
他の団体の職名 年齢 代表権 常勤/ 集計

任期満了 備考
（県OBの場合は退職時の職名を「元…」と併記） 有/無 非常勤

（令和４年７月１日現在）



５　理事会等の開催状況〔非公表〕

理事会・取締役会

理事会・取締役会

社員総会・株主総会

社員総会・株主総会

評議員会

評議員会

６　その他の指導監督の状況〔非公表〕《所管部局記載》

※理事会等の機関決定への参与以外での指導監督の状況

実地検査（県⇒法人）

業務報告（法人⇒県）

その他

《具体的内容》

（単位：回数）

令和３年度
開催回数

左記のうち県
職員出席回数 備考

1

4
公益財団法人岩手県下水道公社指導監督要領に基づく指
導監督（職員採用、計算書類、業務執行状況報告）

指導監督に関する要綱等の整備状況 有 名称：

公益財団法人岩手県下水道公社指導監督要領

臨時

定時 2

（単位：回数）

令和３年度 左記のうち県職員出席回数 備考

第３回田中部長1

臨時

開催回数 計 本人 代理出席

定時 3

臨時

定時



Ⅳ　財務の状況 【社団・財団】

(単位：千円)

資産

流動資産

うち現預金

うち有価証券

固定資産

基本財産

うち投資有価証券

特定資産

うち投資有価証券

その他固定資産

うち投資有価証券

負債

流動負債

うち有利子負債

固定負債

うち有利子負債

正味財産

指定正味財産

一般正味財産

経常収益

経常費用

事業費

うち人件費

うち支払利息

管理費

うち人件費

評価損益等増減額

　当期経常増減額

経常外収益

経常外費用

　当期経常外増減額

法人税、住民税及び事業税

当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

正味財産期末残高

長期貸付金残高

短期貸付金実績（運転資金）

短期貸付金実績（事業資金）

損失補償（残高）

補助金（運営費）

補助金（事業費）

委託料（指定管理料除く）

指定管理料

その他

自己資本比率（％）

流動比率（％）

有利子負債依存度（％）

管理費率（％）

人件費比率（％）

独立採算度（％）

総資本当期経常増減率（％）

財務評価

※財務評価は、フローチャートに従いAからDによる評価をし、点数化したものである。

法人説明欄
〔貸借対照表・正味財産増減計算書について〕

0 0

14,981 27,392 28,620 1,228

107.6 103.2 101.0 ▲ 2.2

令和元年度 令和２年度 令和３年度 増減(令３-令２)

=流動資産/流動負債×100

0.0 0.0 0.0 0.0 =有利子負債/総資産×100

78.1 78.2 76.2 ▲ 2.0 =正味財産/総資産×100

453.8 469.4 428.0 ▲ 41.4

0

0

0

186,997 215,300 188,169 ▲ 27,131 流域下水道施設管理運営支援、流域下水道施設整備支援等

0

0

0

0

令和元年度 令和２年度 令和３年度 増減(令３-令２) 内容

県
の
財
政
的
関
与

0

0 0 0

216,875 220,802 220,065 ▲ 737

正
味
財
産
増
減
計
算
書

307,128 311,620 304,090 ▲ 7,530

293,121 302,080 301,548 ▲ 532

7,954 5,817 3,845 ▲ 1,972

14,265 3,927 ▲ 737 ▲ 4,664

0 0 0 0

8,212 204 566 362

14,007 9,540 2,542 ▲ 6,998

8,212 204 566 362

35,261 35,105 35,904 799

0 0 0 0

0 0 0 0

42,135 44,648 43,991 ▲ 657

257,432 257,557 125

147,220 148,890 152,587 3,697

250,986

206,875 210,802 210,065 ▲ 737

令和元年度 令和２年度 令和３年度 増減(令３-令２)

216,875 220,802 220,065 ▲ 737

10,000 10,000 10,000 0

17,089 21,900 25,177 3,277

0 0 0 0

43,591 39,631 43,471 3,840

0 0 0 0

68,648 7,117

0 0 0 0

79,760 96,288 102,665 6,377

10,000 10,000 10,000 0

0 0 0 0

54,779 58,896 64,045 5,149

0 0

197,795 186,045 186,049 4

137,899 128,555 121,927 ▲ 6,628

区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 増減(令３-令２)

貸
借
対
照
表

277,555 282,333 288,714 6,381

0 0 0 0

60,680 61,531

　実費弁償方式による県から受託している流域下水道管理運営支援業務において、施設の修繕費が減少したことにより経常収益と経常費用
が共に減少していること、下水道施設整備事業収益において、受託件数は増加しているが次年度に繰越され収益が減少したことから当期一
般 味財産増減額が減

財
務
指
標

=(経常・経常外収益-補助金【運営費】)/(経常・経常外費用)×100

6.5 4.3 1.2 ▲ 3.1 =当期経常増減額/正味財産期末残高×100

14.4 14.8 14.6

1.6 =人件費/経常費用×100

令和元年度 令和２年度 令和３年度

▲ 0.2 =管理費/経常費用×100

62.3 60.9 62.5

増減(令３-令２)

A A A A(100.0)、B(70.0)、C(40.0)、D(20.0)



〔県の財政的関与について〕

〔財務指標・財務評価について〕
・流動比率の減少は、受託している業務の完了件数が少なくなったことで、年度内に委託料の入金が少なかったことによる。
・人件費率の増加は、受託件数が増加した事業に会計年度任用職員１名を増員したことによる。
・独立採算度については、収益事業の経常収益が下がったことによるものであるが、採算ラインの100％を超えている。

般正味財産増減額が減少している。

　県から流域下水道管理運営支援業務と流域下水道施設整備支援業務を受託している。
　令和３年度は、流域下水道施設整備支援業務の要請件数が増加した。



１　資産・負債の状況〔非公表〕 (単位：千円)

流動資産

固定資産

基本財産

特定資産

その他固定資産

資産合計

流動負債

　 うち有利子負債

固定負債

うち有利子負債

正味財産

指定正味財産

一般正味財産

負債・正味財産合計

２　収益の内訳〔非公表〕 (単位：千円)

経常収益
基本財産運用益 0% 0% 0%
特定資産運用益 0% 0% 0%
受取会費・入会金 0% 0% 0%
事業収益 100% 100% 100%

受取補助金等 0% 0% 0%
受取負担金 0% 0% 0%
受取寄付金 0% 0% 0%

0% 0% 0%
上記の科目以外 0% 0% 0%
計 100% 100% 100%

うち県の財政的関与 61% 69% 62%
経常外収益
うち県の財政的関与 0% 0% 0%

補助金（運営費）

補助金（事業費）

委託料（指定管理料除く）

指定管理料

その他

県の財政的関与計

３　県との委託契約の状況〔非公表　※ただし特命随契の件数・金額は公表(R3と同様)〕

４　県との指定管理者契約の状況（令和４年４月１日時点）〔非公表〕

５　財務運用方針等の策定状況〔非公表〕

財務運用方針等の策定の有無

今後の予定

その他指定正味財産からの振替額

362

10

2 2 0

186,997 215,300 188,169 ▲ 27,131

0

1 ▲ 4
0

件数 金額 件数 金額

金額 件数

14 215,300 15 188,169

予定年度：

0

件数

（令和４年７月１日現在）

策定年度： 改訂年度：

金額

令和２年度 令和３年度 前年度比増減

▲ 27,131

　上記のうち特命随意契約 0 0

委託料（指定管理料を除く）

0 0 0

186,997

令和元年度 令和２年度 令和３年度 増減(令３-令２)

2

0
0

215,300 188,169 ▲ 27,131

0

6 5

件数 金額

主な増減理由等

0 0 0

0

0

　上記のうち特命随意契約 0 0

指定管理料 0 0

 指定管理施設
の名称

（令和３年度）

1

件数 金額

307,128 311,620 304,090 ▲ 7,530

（単位：件、千円）

令和２年度 令和３年度 前年度比増減

0 0 0 0

0 0 0 0

186,997 215,300 188,169 ▲ 27,131

307,093 311,592 304,056 ▲ 7,536

0

0

27 21 31

8,212 204 566

増減(令３-令２)令和元年度 令和２年度 令和３年度



（入力用）財務評価（フローチャートによる評価）　公益法人・一般法人用

　（下記の該当する”Yes”、”No”及びＡ～Ｄを○で囲むこと）

　＜独立採算度などからみて＞

Ａ
（独立採算度の値が100%以上か） （独立採算度の値が100%以上か）

Ｂ
（独立採算度の値が100%以上か）

独立採算不足額が軽微か Ｂ
（減価償却前数値等で判断）

Ｄ

正味財産増減額がプラスか Ｄ
（損益から見て黒字か）

正味財産から基本財産を差し引 Ｃ
いた額はマイナスか

Ｄ

正味財産がマイナスか Ｄ

内部留保額がマイナスか Ｃ

Ｄ

Ｃ

Ａ：良好

Ｂ：概ね良好

Ｃ：改善を要する

Ｄ：大いに改善を要する

マイナスは軽微かつ解消
可能か

公益財団法人　岩手県下水道公社

　財務諸表と財務指標の数値等を確認して、正確に判断すること。

令和２年度決算において独立採算
性が保たれていたか

令和３年度決算において独立採算性
が保たれていたか

令和３年度決算において独立採算
性が保たれていたか

概ね３年以内に不足解消
可能か

独立採算不足額が増加傾向にある
か

中長期計画に基づく正
味財産の減少か

概ね３年以内に不
足解消可能か

マイナスは軽微かつ解消
可能か

No

No

No

No

No

No

No

No No No

No

No

Yes Yes

Yes

Yes Yes

Yes

Yes Yes

Yes Yes

Yes

Yes
No

Yes

No

Yes



情報公開の状況

令和４年３月31日時点

☑ 有 （URL: ）

□ 無

【 (１)　法人の基本的情報 】

主たる事務所
への備え置き

法人ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

○ ○ 定款 （URL: ）

○ ○ 役員名簿

（URL: ）

○ ○ 社員名簿（社団法人に限る）

（URL: ）

○ ○ 事業報告書

（URL: ）

○ ○ 決算関係書類

（URL: ）

○ ○ 事業計画書

（URL: ）

○ ○ 予算関係書類

（URL: ）

○ ○ 中期経営計画等法人に係る基本的な計画書

（URL: ）

○ ○ 職員数に関する情報

（URL: ）

○ ○ 職員給与に関する情報

（URL: ）

○ ○ 役員報酬・退職金に関する情報

（URL: ）

【 (２)　県の関与に関する情報 】

主たる事務所
への備え置き

法人HP

○ ○ 県の出資

（URL: ）

○ ○ 県の財政的関与の額（補助・委託含む）

（URL: ）

○ ○ 県の財政的関与の内容等（補助・委託含む）

（URL: ）

○ ○ 県派遣職員に関する情報

（URL: ）

○ ○ 運営評価の結果

（URL: ）

☑ 有

無

　ページ以外で

　の情報提供　

パンフレット

https://www.isf.or.jp/cms/wp-content/uploads/2021/03/2022chuukikeieike

３　法人ホーム

https://www.isf.or.jp/cms/wp-content/uploads/2021/09/R3uneihyouka.pdf

https://www.isf.or.jp/about/sosiki/

https://www.isf.or.jp/cms/wp-content/uploads/2018/05/syutuendantai.pdf

https://www.isf.or.jp/cms/wp-content/uploads/2021/03/2022chuukikeieike

https://www.isf.or.jp/cms/wp-content/uploads/2018/01/H23yakuinkitei.pdf

https://www.isf.or.jp/about/sosiki/

https://www.isf.or.jp/cms/wp-content/uploads/2021/06/R2keisansyorui.pdf

https://www.isf.or.jp/cms/wp-content/uploads/2021/09/R3uneihyouka.pdf

https://www.isf.or.jp/cms/wp-content/uploads/2021/06/R02zigyouhoukoku

https://www.isf.or.jp/cms/wp-content/uploads/2021/06/R2keisansyorui.pdf

https://www.isf.or.jp/cms/wp-content/uploads/2022/03/R04jigyoukeikaku.p

https://www.isf.or.jp/cms/wp-content/uploads/2022/03/R04syuushiyosansy

１　法人ホーム https://www.isf.or.jp

　ページの有無

２　情報公開の状況

https://www.isf.or.jp/cms/wp-content/uploads/2018/01/H28teikan.pdf

https://www.isf.or.jp/cms/wp-content/uploads/2022/04/yakuintoumeiboR4



Ⅴ　法人及び所管部局の評価

１　県施策と法人との連携・協働
(1)　県施策の推進について

(2)　民間団体との代替性及び役割分担について

２　自律的マネジメントの促進
(1)　組織マネジメントの確立について

(2)　リスク管理体制の強化について

３　健全経営の維持・確保
(1)　経営改善について

(2)　県の人的・財政的関与について

※財政的関与は、貸付金・損失補償・補助金（運営費）を受けている場合に記載。

４　情報公開の推進について　※開示状況は別表参照

法
人

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

所
管
部
局

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

法
人

　当法人の設立目的は、岩手県及び県内市町村の下水道行政の支援である。施設の老朽化の進行、担当技術者の減少など自治体の下水道
事業はますます厳しい状況にあり、社会的要請は設立当初よりも大きくなっている。
　下水道事業は建設から維持管理・改築に移行し、市町村からの支援要請は建設・維持管理のみならず、ストックマネジメント計画策
定、施設改築など多様化している。当法人の果たすべき役割は今後さらに大きく幅広くなっていくものと考えている。

下水道公社は、県の下水道施設推進の一翼を担うために設立されたものであり、施設の長寿命化を見据えた効率的かつ適正な維持管理な
ど、設立時に比べ公社の担う役割は増加していることから、県施策の推進や県内市町村からの要請に対する貢献が一層期待される。

　県・市町村は、下水道管理者として、事業実務や経営に関する業務を実施する必要があるが、技術職員の減少、職員の異動等による技
術の継承に課題がある一方、当法人は多様な専門職の技術者を有し、長年にわたり技術を継承している強みを活かし、下水道管理者を補
完する役割を担っている。
　更に当法人が実施している下水道設計積算業務は、公平中立的な観点から民間会社では困難な業務である。
　類似事業を行っている非営利団体として、日本下水道事業団が挙げられるが、市町村からの要請内容や規模で棲み分けを行っている。

　下水道公社が実施している業務は、下水道管理者の視点で公益性、公共性の高い業務を補完していることから民間団体との棲み分けが
されていると認められる。
　なお、日本下水道事業団では、市町村から要請のある処理場維持管理支援などに十分対応していないといった課題があるため、これら
の課題に対応できる下水道公社との業務の棲み分けが行われている。

　簡素効率的かつ安定した組織運営に向け、平成28年度に県南支社を本社に統合し円滑な運営が行われている。また、事業や機能ごとに
組織を3課に分け役割を明確にしながらも、セクション間の連携が必要な場面では課の枠にとらわれず柔軟に対応している。また、人材
育成については、基本研修計画及び専門研修計画を定め、役職、職種、経験年数に応じて計画的な人材育成に取り組んでいる。この他、
資格取得を奨励し受験費用の支援を行っている。

　県から法人へ職員５名の派遣を行っている。このうち、県派遣職員４名については、県から委託している流域下水道管理に関する業務
等への従事及び支援の度合いが高いため、県が給与を負担することとしている。
　下水道の維持管理は、様々な専門職（土木、電気、機械、化学等）の高度な専門的知識と経験が必要であること、施設の老朽化に伴う
適切な維持管理体制の確保や人口減少による技術者不足等の下水道行政を取り巻く環境の変化に対応することが求められるため、相互の
人材の技術継承や市町村支援のニーズの増加によるプロパー職員の増員等の必要性を総合的に判断し、中期経営計画に基づき段階的に派
遣職員を縮小しようとしている。

　情報公開に関する規則を定め適切に公開している。また、法人ホームページで積極的な情報公開に努めている。県民からの意見聴取の
仕組みとしてホームページにお問い合わせフォームを開設している。

　公益財団法人への移行と同時に情報公開規則を定め、ホームページ等により定款・事業報告書等の財務・業務に関する資料のほか、流
域下水道の各処理区における維持管理状況（水量・水質・汚泥等）等を積極的に情報公開・情報提供している。

　平成28年度の組織再編以降、組織の簡素効率化、業務課に同じ職種の職員チームを編成するため、バックアップ体制が充実し、適切な
組織管理に繋がっている。また、人材育成については、役職、職種、経験年数に応じて、外部の研修への受講を奨励するほか、資格取得
支援や日常業務におけるOJTによって職員の能力向上に努めている。

　個人情報保護マネジメントシステム構築に努め、情報セキュリティー対策の強化を図っている。また、社内の不正等の防止のためコン
プライアンス通報・相談窓口を設置している。

　個人情報保護の強化の観点から、個人情報保護マネジメントシステム構築に努めているほか、これまでの個人情報保護に係る方針や要
綱等の見直しを行い、要綱等に基づくセキュリティーハンドブックを作成したほか、職員研修により周知を図っている。

　役員には理事会、評議員会で中期経営計画、業務方針、事業目標等について報告し、了承を得ている。
　社内向けには、毎月の社内会議において事業目標及び経営改善目標に対する達成状況を確認し、収益事業の営業強化や超過勤務時間の
縮減など対策を講じている。

　経営理念・経営基本方針に沿った事業の推進について、役員に対する説明、職員への周知・情報共有の推進に努めている。また、社内
会議を通じて経営目標における進捗状況の確認や調整を行うほか、業務執行状況報告を理事会及び評議員会で行うなど、計画に対しての
取り組みが概ね適正に行われている。



Ⅵ　統括部署（総務部）の総合評価

１　取り組むべきこと（指摘事項）

２　過去の指摘事項に対する取組状況
【令和２年度指摘事項】
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2

【令和３年度指摘事項】
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　法人は、県及び市町村の下水道技術者の育成を図
る上で重要な役割を担っています。そうした観点か
ら事業目標として設定している「下水道技術者育成
①県・市町村の職員を対象とした各種下水道研修の
実施」の目標値「利用数　延べ100市町村(県)」に
ついて、前回の運営評価に続き、実績が目標値を上
回っています。法人の経営努力の成果として評価さ
れるものと考えます。一方で、県内の市町村におい
ては、技術の継承及び地方公営企業会計への対応に
課題を有している団体も多く、法人が果たす役割に
対する期待は増大しているものと考えます。そうし
た法人の役割を踏まえ、より充実した研修が実施さ
れるよう、目標値に研修受講者の満足度等を追加す
ることで、県施策推進への法人の貢献の度合いをよ
り的確に測定できるものと考えます。中期経営計画
策定の際に、検討する必要があります。

　法人に対して県から職員の派遣を継続して行って
います。県施策推進上、法人と県との連携・協働は
重要であり、その観点から県職員の派遣自体が否定
されるものではありません。県の関与については、
その適正性が常に確保されることが必要であり、関
係法令の趣旨に則って、県の関与の必要性及び妥当
性（関与の手法、程度、期間等）を、毎年度、十分
検討した上で県職員の派遣を行う必要があります。

R4.3

R4.3

R4.3

　下水道技術者育成事業として実施する、技術研修会と
テーマ別研修の事業方針目標として、利用者延べ100市町村
(県)のほか、令和４年度から研修受講者に満足度に関する
アンケートを実施し、内容の充実を図るものとした。今後
も市町村のニーズに答えられる研修とするよう努めてい
く。

　当法人が実施する技術研修会は、県及び市町村の下水道
担当者を対象に、下水道管理者として修得しておくべき基
本事項について実施しており、県及び市町村の技術の継承
に貢献している。また、平成26年度からは、「地方公営企
業会計」をテーマに地方公営企業会計導入を支援する研修
を実施しており、県及び市町村の下水道事業の地方公営企
業法適用に大きく貢献している。
　令和４年度からは、事業方針目標に研修受講者の満足度
を追加することで、研修内容の充実が図られていくものと
考えている。

　当法人の自立的な運営に向けて、各職種の業務量や年代
的バランスを考慮したプロパー職員の採用を行い、県派遣
職員解消を進めると共に、管理者層をはじめとする県派遣
職員からプロパー職員への行政マネジメントスキルの継続
的な移転を図るよう指導助言を継続する。なお、県派遣職
員の必要性と妥当性については、毎年度確認し検討したう
えで実施している。

法
人
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実施済
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　現行の中期経営計画（R1～R4）について令和４年度に最終年度を迎えることから、事業目標及び経営改善目標に対する実績と計画期間内に
おける取組内容の評価が必要となります。
　この評価結果を踏まえ、課題を明らかにした上で、事業目標等の見直しや、より実効性の高い取組、具体的な工程などの検討を十分に行
い、令和４年度に策定する次期中期経営計画（R5～R8)に反映させる必要があります。

　公共下水道施設の管理運営支援に必要な専門知識
が不足している市町村に対して、管理運営支援業務
や、急務となっている地方公営企業会計の導入に係
る職員研修等の下水道技術者育成等の実施により、
引き続き支援していく必要があります。

　令和２年度は、２市２町１村の６処理場において管理運
営支援業務を実施した。また、地方公営企業会計研修を４
回開催の他、個別相談会等を実施した。今後も市町村に対
し積極的な支援を継続していく。

R3.3
達成時期取組実績・効果・進捗状況

　汚水処理事業の運営に係る広域化・共同化計画の
策定に関し、令和４年度の策定に向けて作業が本格
化していくことから、県及び市町村と連携して、法
人としての支援の在り方についてさらに検討を進め
ていく必要があります。

　オブザーバーとして、県が開催する広域化・共同化に関
する打合せに参加することで県の施策に関与している。今
後も市町村が実施する下水道事業を補完する立場で支援を
継続していく。（技術継承のための研修実施など）
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実施済

実施済
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法
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　県及び市町村の下水道行政を支援するために法人
が展開する事業について、より効率的なものとなる
ように、連携・協働を強化し、適切な指導・助言を
していく必要があります。

　自立的な運営に向けて、法人プロパー職員のマネ
ジメントスキルが向上するよう、効果的な支援を継
続的に取り組んでいく必要があります。

　事業目標として設定している「下水道技術者育成
①県・市町村の職員を対象とした各種下水道研修の
実施」の目標値「利用数 延べ100市町村(県)につい
て、前回の運営評価に続き、実績が目標値を上回っ
ています。法人の経営努力の成果として評価される
べきものと考えます。一方で、所管部局に対する指
摘として記載しましたが、目標値に研修受講者の満
足度等も追加し、PDCAサイクルを運用することで、
回数の充実だけなく、内容の充実も図られることが
期待されます。所管部局と連携して、中期経営計画
策定の際に、検討を行う必要があります。

　今回、法人に対して指摘した項目について、指導監督の責務を担う所管部局として、評価の段階から次期中期経営計画の策定まで積極的に
関与する必要があります。

　法人に対して県から職員の派遣を継続して行っています。県施策推進上、法人と県との連携・協働は重要であり、その観点から県職員の派
遣自体が否定されるものではありません。県の関与については、その適正性が常に確保されることが必要であり、関係法令の趣旨に則って、
県の関与の必要性及び妥当性（関与の手法、程度、期間等）を、毎年度、十分検討した上で県職員の派遣を行う必要があります。
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取組実績・効果・進捗状況 達成時期

　当法人と県の下水環境課及び北上川上流流域下水道事務
所で構成する「下水道三者連絡協議会」で相互の連絡協調
体制は確立されているので、引き続き連携・情報共有を
図っていく。

　産業技術短期大学で開催している社員研修系の研修へ主
任以上の役職に応じて参加し、マネジメントスキルの向上
に努めるなど継続した取組を実施している。

R3.3

R3.3

R3.3
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